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埼 玉 県 歳 入 歳 出 決 算

第１ 審査の概要

１ 審査の対象

平成２０年度埼玉県歳入歳出決算（一般会計及び特別会計並びに基金）

２ 審査の期間

平成２１年８月３日から平成２１年９月１６日まで

３ 審査の方法

平成２０年度埼玉県歳入歳出決算（一般会計及び特別会計並びに基金）の審査に当た

っては、決算計数に誤りはないか、予算の執行は関係法令及び予算議決の趣旨に沿って、

適正かつ効率的に執行されたか、収入及び支出の事務並びに財産の取得、管理及び処分

は、適正に処理されたか等について慎重に審査した。

第２ 審査の結果

１ 審査意見

平成２０年度埼玉県歳入歳出決算（一般会計及び特別会計並びに基金）については、

決算書及び同附属書類並びに関係諸帳簿及び証拠書類等を照合審査した結果、計数に誤

りのないことを確認した。

また、予算の執行等に当たっては、関係法令及び予算議決の趣旨に沿って、おおむね

適正に行われているものと認めた。

なお、次のとおり一部に留意又は改善を要する事項が認められた。
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２ 留意又は改善を要する事項

（１）財政基盤の強化について

昨年、米国を震源とする金融危機は世界全体に波及し、実体経済にも深刻な影響を

与えた。我が国も昨年秋口以降景気が急速に冷え込み、大規模な雇用調整が進むなど

厳しい局面を迎えている。

世界的な経済の減速や円高、株安などの影響を受け、企業収益の動向に左右されや

すい法人関係税を始めとした県税収入は、平成２０年度一般会計決算では前年度に比

べて２８２億余円の減少となっている。

一方、歳出では、高齢化の進展に伴う福祉・医療関係経費や退職手当などの義務的

経費は確実に増加しており、今後も増加することが見込まれるほか、県債残高も増加

傾向にあり、平成２０年度末には３兆円を超え、本県財政は以前にも増して厳しい状

況となっている。

平成２０年度から財政健全化の新たな指標として 「臨時財政対策債を除く県債残、

」 、 、高の維持若しくは減少 を掲げ 県の裁量により発行できる通常債の抑制を図ったが

平成２０年度決算では前年度を１３億余円上回る５７５億余円を発行した。

さらに、当初予算ベースでも、平成２１年度は７０２億余円の通常債を見込んでお

り、前年度の５８８億余円に比べ１１３億余円増加している。

夢と希望にあふれたゆとりとチャンスの埼玉の実現のためには、新行財政改革プロ

グラムに基づく改革を進め、県の行財政基盤を強化する必要がある。

（説明）

１ 本県の財政状況

平成２０年度一般会計決算の歳入を前年度比でみると、県税収入は、経済の減速に伴

う企業収益の悪化などにより、法人二税を中心に減少したことにより２８２億余円の減

少となったが、国庫支出金は国の経済対策により２０９億余円、地方特例交付金は７２

、 、 。億余円 県債は２８５億余円の増加となり 全体では２９５億余円の増加となっている

歳出では、農林水産業費、教育費、諸支出金などが減少したが、民生費が後期高齢者

医療制度創設に伴う法定負担金の増加などにより１４４億余円、労働費がふるさと雇用

再生基金及び緊急雇用創出基金への積立てにより１０５億余円、公債費が県債管理基金

への積立ての増加などにより１７１億余円など、それぞれ前年度を上回り、全体で３０６

億余円の増加となった。

また、県の借金といえる県債の残高は、前年度末より７７２億余円増えて３兆６６８

億余円となった。

さらに、収支不足の解消に活用してきた財源調整４基金は前年度末とほぼ同額の７７７
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億余円となった。

今後は、景気の停滞感が増す中、福祉・医療関係経費や公債費、退職手当などの義

務的経費は確実に増加することが見込まれる。こうした厳しい財政状況の中で県政の

課題に取り組む必要がある。

２ 財政の健全化に向けて

、 「 」 、本県では 平成２０年３月に策定した 埼玉県新行財政改革プログラム に基づき

平成２２年度までの３年間を計画期間と定め、役割分担からの改革、事業手法からの

改革、実施体制からの改革を進めている。特に、事業手法からの改革では、安定的な

歳入の確保、事業の見直しによる歳出削減、資産・負債管理の見直しなどの取組を行

っている。

平成２０年度当初予算からの財政健全化の新たな指標として 「臨時財政対策債を、

除く県債残高の維持若しくは減少」を掲げ、県の裁量により発行できる通常債は極力

、 、 、抑制を図ることとなっているが 当初予算ベースでは 平成２１年度７０２億余円で

前年度に比べ１１３億余円増加している。

２１年度当初予算では、県債発行予定額は３，１４２億余円で、県債依存度は１８．５％

となり、前年度を２．５ポイント上回ることとなった。

県債の推移（決算ベース） （単位：億円、％）

年 度 １６ １７ １８ １９ ２０

決 算 額 3,070 2,561 2,631 2,878 3,163

(うち通常債) (623) (543) (568) (563) (576)

伸 び 率 △ 6.6 △ 16.6 2.7 9.4 9.9

依 存 度 18.2 15.7 15.5 17.1 18.5

県 債 残 高 28,662 29,087 29,238 29,896 30,668

※県債残高は年度末残高である。

県債の推移（予算ベース） （単位：億円、％）

年 度 １７ １８ １９ ２０ ２１

予 算 額 2,746 2,747 2,719 2,756 3,142

(うち通常債) (550) (565) (598) (589) (703)

伸 び 率 △ 13.2 0.0 △ 1.0 1.4 14.0

依 存 度 16.8 16.3 15.9 16.0 18.5
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 （２）県税収入の確保について 

  県税の納税率は、平成１９年度の９６．２％に対し２０年度には９５．６％と０．６

 ポイント低下し、全国順位も４３位から４６位に低下した。 

  納税率が低下した主な要因として、納税率の高い法人二税の税収が減少する一方で、

 相対的に納税率の低い個人県民税の割合が高まったことが挙げられる。 

  個人県民税の収入額は、１９年度の２，９４１億余円から、２０年度の３，０３４ 

 億余円へと３．２％の増加であったが、収入未済額の伸び率は、これを大きく上回り、 

 １９年度の１９８億余円から２０年度の２４５億余円へと２３．９％増加した。 

  個人県民税の納税率の推移を他県と比較すると、１２年度までは全国最下位に近く、

 本県以下であった東京都や、個人県民税の割合が本県と同様に高い奈良県が、１６年度

 以降は常に全国平均を上回っているのに対して、本県の全国順位は過去１０年間、常に

 ４０番以下に低迷している。 

  こうしたことから、本県の税収確保に向けては、企業誘致などにより法人二税の割合

 を高める息の長い取組とともに、個人県民税の納税率を引き上げるための緊急の取組が

 求められる。 

  本県における個人県民税（均等割・所得割）の２０年度の納税率は、県平均で 

 ９２．１％であるが、市町村別に見ると、最高は９８．３％で最低は８７．８％と差が

 大きい。 

  収入未済額は、人口の多い１０市分で１４０億余円と、全県分の５６．９％を占めて

 いるが、この中には、納税率が９４．５％と高い市がある一方で、県内ワーストレベル

 の市も３市ある。 

  職員の派遣や地方税法第４８条に基づく直接徴収を、収入未済額が大きい大規模市に

重点化することや、徴収率が低い市町村に対しては、県平均を踏まえた目標値を定めて

徴収対策を強化するよう促すなど、実効性・即効性が期待できる取組が必要である。 

 

（説明） 

１ 平成２０年度県税決算の概要 

（１）税収額 

    平成２０年度の県税収入は前年度比２８２億余円減の７，８３８億余円と６年ぶりに

減収となった。 

   これは、昨年秋からの景気後退により、多くの業種において減収となるなど、経済

活動が停滞したことにより、法人二税をはじめ、個人県民税を除いた全ての税目で税

収が減少したことによるものである。 

   個人県民税については、１９年度には年間課税額の１０か月分の税源移譲が行われ、 

２０年度から平年度化し、１２か月分となった。そのため、景気後退の状況の中で個
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人県民税のみ税額が伸び、県税収入に占めるウエイトがさらに高まった。 

（２）納税率 

 ２０年度の納税率は、前年度比０．６ポイント減の９５．６％となり、全国平均の

９６．９％を下回った。また、全国順位は１９年度の４３位から４６位へ下がった。 

 

県税納税率等の推移      

18 年度 19 年度 20 年度 

納税率 収入構成比 納税率 収入構成比 納税率 収入構成比   

収入未済額 
収入未済額 
構成比 

収入未済額 
収入未済額 
構成比 

収入未済額 
収入未済額 
構成比 

99.2% 33.6% 99.2% 27.9% 99.2% 26.4% 
法人二税 

1,432 百万円 5.7% 1,554 百万円 5.2% 1,480 百万円 4.4% 

90.4% 22.2% 93.0% 34.8% 92.1% 38.2% 
個人県民税 
(均等割・所得割) 

14,661 百万円 58.1% 19,853 百万円 66.3% 24,593 百万円 72.8% 

96.0% 100% 96.2% 100% 95.6% 100% 
県税全体 

25,238 百万円 100% 29,966 百万円 100% 33,760 百万円 100% 

       
※全国平均（参考）      

  18 年度納税率 19 年度納税率 20 年度納税率 

法人二税 99.1 ％ 99.2 ％ 99.1 ％ 

個人県民税 
(均等割・所得割) 92.3 ％ 94.2 ％ 93.5 ％ 

全税目 97.2 ％ 97.2 ％ 96.9 ％ 

埼玉県順位 18 年度 41 位 19 年度 43 位 20 年度 46 位 

 

２ 県税収入の確保対策について 

  納税率が低下した主な要因として、納税率の高い法人二税の税収が減少する一方で、

相対的に納税率の低い個人県民税の割合が高まったことが挙げられる。 

  納税率を上げるためには、長期的な視点として、納税率の高い法人二税の割合を高め

るため、引き続き、企業誘致などを進める必要がある。また、緊急の取組としては、全

税収に占める収入構成比が高い個人県民税の徴収に重点的に取り組む必要がある。 
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３ 緊急の取組課題としての個人県民税の納税率向上について 

  個人県民税の納税率を上げる方策としては、各市町村の個人住民税の納税率を上げる

ことが必須である。個人県民税は、市町村が個人市町村民税と併せて徴収していること

から、本県では、県職員の派遣や共同徴収など、市町村への徴収支援策を主として行っ

てきた。 

  それとともに、地方税法第４８条に基づき、県が徴収を引き継ぐなど、県が直接に徴

収する取組も行ってきた。 

  こうした取組は、市町村からの要請や県からの申し出に対する市町村の同意という形

で行われるものであるため、県職員による効率的な徴収や、市町村の徴収努力の向上に

は、必ずしも結びついていない面もある。 

本県の人口は、上位１０市に５２．７％が集中しているが、個人県民税収入未済額は、

これを上回る５６．９％が上位１０市に集中している。 

また、上位１０市の中には、全県平均を大きく上回る市がある一方で、例年ワースト

レベルの市もある。 

  こうしたことから、職員の派遣や地方税法第４８条に基づく直接徴収については、収

入未済額が大きい大規模市に重点化することや、徴収率が低い市町村に対しては、県平

均を踏まえた目標値を定めて徴収対策を強化するよう促すなど、具体的な成果が見込め

る取組を行うべきである。 

 
平成２０年度個人県民税（均等割・所得割）調定収入状況等     
 (現年滞繰計)    （単位：円、％、人）  

２０年度 
市町村名 

調定額 収入未済額 
順
位 

納税
率 

順位 
人口 

順
位 

さいたま市 63,937,686,545 3,987,935,344 1 93.5 30 1,209,362 1 
川口市 24,376,301,737 2,734,024,244 2 88.2 69 501,015 2 
所沢市 17,413,109,859 1,295,415,042 3 92.2 43 339,807 3 
草加市 11,101,013,244 1,247,121,074 4 88.3 68 240,156 6 
川越市 15,194,814,219 978,851,832 5 93.3 32 339,481 4 
新座市 7,544,390,670 833,665,879 6 88.4 67 158,345 10 
上尾市 10,066,659,226 832,539,838 7 91.3 56 223,170 8 
越谷市 14,128,384,891 746,651,768 8 94.5 17 322,554 5 
春日部市 9,671,580,646 712,692,736 9 92.1 44 235,995 7 
熊谷市 8,351,370,187 633,745,194 10 92.0 46 204,225 9 
１０市合計 181,785,311,224 14,002,642,951   91.9   3,774,110   
（県全体の割合） 55.8% 56.9%       52.7%   

県全体 325,526,871,165 24,592,747,354   92.1   7,161,961   
        
※ 個人県民税（均等割・所得割）収入未済額は、20 年度決算見込額 
    人口は、平成 21 年 6 月 1 日現在 埼玉県推計人口 



県名 徴収率 県名 徴収率 県名 徴収率 県名 徴収率 県名 徴収率 県名 徴収率 県名 徴収率 県名 徴収率 県名 徴収率 県名 徴収率 県名 徴収率

1 山　形 96.0 山　形 95.8 山　形 95.5 山　形 95.1 山　形 94.7 島　根 94.4 京　都 94.6 京　都 95.5 京　都 95.5 島　根 96.9 島　根 96.6 1

2 鳥　取 95.6 島　根 95.5 島　根 95.2 新　潟 94.9 新　潟 94.5 山　形 94.2 島　根 94.4 島　根 95.1 島　根 95.4 京　都 96.3 京　都 96.0 2

3 新　潟 95.6 新　潟 95.5 新　潟 95.2 島　根 94.9 島　根 94.4 新　潟 94.2 山　形 94.0 新　潟 94.4 新　潟 94.6 新　潟 95.9 新　潟 95.6 3

4 島　根 95.5 鳥　取 95.3 鳥　取 95.0 鳥　取 94.7 富　山 94.1 京　都 93.9 新　潟 93.8 山　形 94.1 富　山 94.2 富　山 95.5 滋　賀 95.0 4

5 富　山 95.4 富　山 95.1 富　山 94.8 富　山 94.5 石　川 94.1 石　川 93.8 石　川 93.7 石　川 94.0 山　形 94.1 山　形 95.5 富　山 94.9 5

6 石　川 95.2 石　川 95.0 石　川 94.8 石　川 94.5 鳥　取 94.0 鳥　取 93.4 富　山 93.5 富　山 94.0 滋　賀 93.9 滋　賀 95.4 山　形 94.6 6

7 岩　手 94.9 岩　手 95.0 岩　手 94.5 岩　手 94.0 京　都 93.7 富　山 93.4 秋　田 93.2 滋　賀 93.6 神奈川 93.4 徳　島 95.1 徳　島 94.6 7

8 秋　田 94.6 秋　田 94.6 秋　田 94.4 秋　田 94.0 秋　田 93.5 秋　田 93.3 鳥　取 92.9 鳥　取 93.3 岩　手 93.4 鳥　取 95.1 鳥　取 94.5 8

9 長　野 94.6 長　野 94.3 長　野 93.8 京　都 93.5 岩　手 93.4 岩　手 92.9 滋　賀 92.7 兵　庫 93.1 鳥　取 93.2 神奈川 95.1 神奈川 94.5 9

10 滋　賀 94.1 青　森 94.0 青　森 93.5 長　野 93.4 滋　賀 92.9 滋　賀 92.6 岩　手 92.6 秋　田 93.0 秋　田 93.2 石　川 94.9 奈　良 94.4 10

11 青　森 94.0 滋　賀 93.7 滋　賀 93.5 滋　賀 93.4 長　野 92.7 大　分 92.4 大　分 92.4 岩　手 93.0 兵　庫 93.2 岩　手 94.9 広　島 94.4 11

12 京　都 93.8 福　井 93.7 大　分 92.9 青　森 93.1 大　分 92.6 長　野 92.2 兵　庫 92.3 神奈川 92.9 東　京 93.1 長　野 94.9 兵　庫 94.3 12

13 福　井 93.8 京　都 93.4 鹿児島 92.9 大　分 93.0 青　森 92.4 鹿児島 92.0 鹿児島 92.2 香　川 92.9 石　川 93.1 兵　庫 94.8 長　野 94.2 13

14 愛　知 93.5 徳　島 93.3 長　崎 92.6 鹿児島 92.6 鹿児島 92.4 青　森 92.0 香　川 92.1 東　京 92.9 長　野 93.0 奈　良 94.8 香　川 94.2 14

15 鹿児島 93.1 長　崎 93.2 愛　知 92.5 愛　知 92.3 愛　知 92.0 兵　庫 91.8 長　野 92.1 鹿児島 92.8 香　川 93.0 香　川 94.8 岩　手 94.1 15

16 大　分 93.1 鹿児島 93.1 岐　阜 92.5 岐　阜 92.2 兵　庫 92.0 香　川 91.8 愛　知 91.9 大　分 92.8 鹿児島 92.9 広　島 94.7 石　川 94.0 16

17 徳　島 93.0 愛　知 93.0 福　島 92.5 香　川 92.2 徳　島 91.9 愛　知 91.7 神奈川 91.8 長　野 92.8 大　分 92.9 愛　媛 94.7 岡　山 93.9 17

18 兵　庫 93.0 大　分 93.0 京　都 92.5 福　岡 92.2 岐　阜 91.9 宮　崎 91.6 大　阪 91.7 大　阪 92.7 大　阪 92.8 岡　山 94.6 福　島 93.8 18

19 岐　阜 93.0 岐　阜 93.0 徳　島 92.5 福　島 92.2 福　島 91.8 福　島 91.6 宮　崎 91.7 愛　知 92.6 徳　島 92.7 秋　田 94.6 秋　田 93.8 19

20 長　崎 93.0 宮　城 92.9 福　井 92.4 長　崎 92.1 宮　崎 91.7 北海道 91.5 福　島 91.7 徳　島 92.6 福　島 92.7 福　島 94.6 福　岡 93.7 20

21 宮　城 92.8 佐　賀 92.9 佐　賀 92.3 徳　島 92.1 香　川 91.7 岐　阜 91.5 青　森 91.7 岡　山 92.5 広　島 92.7 愛　知 94.5 愛　媛 93.7 21

22 福　島 92.8 福　岡 92.8 福　岡 92.2 兵　庫 92.0 宮　城 91.7 神奈川 91.4 岡　山 91.6 奈　良 92.5 愛　知 92.6 東　京 94.5 愛　知 93.7 22

23 福　岡 92.8 福　島 92.8 香　川 92.1 宮　城 92.0 福　岡 91.6 長　崎 91.4 岐　阜 91.5 福　島 92.3 奈　良 92.6 大　阪 94.4 鹿児島 93.6 23

24 香　川 92.7 兵　庫 92.7 兵　庫 92.1 福　井 91.9 長　崎 91.6 宮　城 91.3 北海道 91.5 広　島 92.2 岡　山 92.5 鹿児島 94.4 高　知 93.5 24

25 佐　賀 92.6 香　川 92.6 宮　城 92.1 佐　賀 91.8 岡　山 91.5 福　岡 91.3 福　岡 91.4 宮　崎 92.1 岐　阜 92.4 大　分 94.3 東　京 93.5 25

26 岡　山 92.3 宮　崎 92.2 岡　山 91.8 岡　山 91.8 北海道 91.4 徳　島 91.2 徳　島 91.4 福　岡 92.1 愛　媛 92.4 岐　阜 94.2 大　分 93.5 26

27 三　重 92.3 熊　本 92.1 宮　崎 91.7 宮　崎 91.8 熊　本 91.4 岡　山 91.2 広　島 91.4 岐　阜 92.0 宮　崎 92.3 福　岡 94.1 大　阪 93.5 27

28 広　島 92.1 岡　山 92.1 熊　本 91.6 熊　本 91.4 神奈川 91.3 熊　本 91.2 奈　良 91.4 長　崎 91.9 福　岡 92.3 青　森 94.0 岐　阜 93.4 28

29 熊　本 91.7 広　島 91.9 広　島 91.4 神奈川 91.2 佐　賀 91.2 広　島 91.0 東　京 91.3 青　森 91.8 長　崎 92.1 山　口 93.9 佐　賀 93.4 29

30 宮　崎 91.6 神奈川 91.4 高　知 91.3 広　島 91.2 福　井 91.2 大　阪 91.0 宮　城 91.2 愛　媛 91.7 青　森 92.0 高　知 93.8 山　口 93.4 30

31 大　阪 91.4 奈　良 91.4 神奈川 91.0 北海道 91.1 広　島 90.9 奈　良 90.7 熊　本 90.9 北海道 91.7 北海道 91.9 長　崎 93.8 宮　崎 93.3 31

32 山　口 91.2 山　口 91.4 大　阪 90.9 高　知 91.1 奈　良 90.9 佐　賀 90.5 高　知 90.8 宮　城 91.6 高　知 91.7 佐　賀 93.8 福　井 93.3 32

33 高　知 91.1 大　阪 91.3 愛　媛 90.8 奈　良 90.9 大　阪 90.8 高　知 90.4 長　崎 90.6 高　知 91.4 宮　城 91.7 宮　城 93.8 青　森 93.2 33

34 静　岡 91.1 三　重 91.2 北海道 90.8 大　阪 90.9 愛　媛 90.6 福　井 90.2 佐　賀 90.5 熊　本 91.2 山　口 91.5 福　井 93.7 長　崎 93.2 34

35 山　梨 90.9 高　知 91.2 山　口 90.8 愛　媛 90.7 高　知 90.4 東　京 90.1 福　井 90.4 山　口 91.0 佐　賀 91.5 和歌山 93.6 和歌山 93.0 35

36 奈　良 90.9 北海道 91.2 奈　良 90.6 山　梨 90.5 山　口 90.2 山　口 90.0 愛　媛 90.3 三　重 90.8 熊　本 91.4 宮　崎 93.6 三　重 92.7 36

37 神奈川 90.9 静　岡 90.9 三　重 90.6 山　口 90.4 静　岡 89.8 愛　媛 89.9 山　口 90.1 佐　賀 90.8 三　重 91.1 三　重 93.5 宮　城 92.6 37

38 栃　木 90.6 群　馬 90.9 山　梨 90.6 静　岡 90.2 山　梨 89.7 山　梨 89.5 三　重 89.8 福　井 90.7 福　井 91.1 群　馬 93.4 群　馬 92.6 38

39 群　馬 90.6 愛　媛 90.6 静　岡 90.5 三　重 90.2 栃　木 89.7 静　岡 89.4 栃　木 89.7 栃　木 90.6 群　馬 90.7 熊　本 93.3 熊　本 92.5 39

40 北海道 90.5 栃　木 90.4 群　馬 90.0 栃　木 90.0 三　重 89.7 栃　木 89.3 千　葉 89.6 群　馬 90.1 栃　木 90.6 北海道 93.2 千　葉 92.3 40

41 和歌山 90.4 和歌山 90.3 栃　木 89.9 和歌山 89.7 東　京 89.4 三　重 89.2 静　岡 89.6 静　岡 90.1 埼　玉 90.4 千　葉 93.0 北海道 92.1 41

42 愛　媛 90.2 茨　城 90.0 和歌山 89.9 群　馬 89.5 和歌山 89.1 群　馬 89.1 群　馬 89.2 埼　玉 90.0 静　岡 90.3 埼　玉 93.0 茨　城 92.1 42

43 茨　城 89.8 山　梨 90.0 茨　城 89.2 千　葉 88.9 千　葉 89.0 千　葉 89.0 山　梨 89.1 千　葉 90.0 千　葉 90.2 茨　城 92.8 埼　玉 92.1 43

44 埼　玉 89.3 埼　玉 89.1 千　葉 88.7 茨　城 88.9 群　馬 88.9 和歌山 88.7 埼　玉 88.7 和歌山 89.9 和歌山 90.1 栃　木 92.8 山　梨 91.9 44

45 千　葉 89.2 千　葉 89.0 埼　玉 88.7 東　京 88.8 茨　城 88.5 埼　玉 88.2 和歌山 88.7 山　梨 89.7 山　梨 90.0 静　岡 92.7 栃　木 91.9 45

46 東　京 87.5 沖　縄 88.1 東　京 88.1 埼　玉 88.6 埼　玉 88.4 茨　城 88.2 茨　城 88.5 茨　城 89.7 茨　城 89.9 山　梨 92.6 静　岡 91.6 46

47 沖　縄 86.8 東　京 87.6 沖　縄 87.4 沖　縄 87.6 沖　縄 88.3 沖　縄 87.7 沖　縄 87.7 沖　縄 88.9 沖　縄 89.2 沖　縄 91.9 沖　縄 91.3 47

合　計 91.1 合　計 91.2 合　計 90.8 合　計 90.9 合　計 90.8 合　計 90.8 合　計 91.2 合　計 92.1 合　計 92.3 合　計 94.2 合　計 93.5

※　データは（財）地方財務協会より

平成１9年度 平成20年度平成１８年度

埼　玉 奈　良 東　京全国平均

都道府県民税個人分(均等割・所得割）徴収率順位推移

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度
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市町村名 平１８ 平１９ 平２０ 市町村名 平１８ 平１９ 平２０

1 さいたま市 92.2 94.2 93.5 37 鶴ヶ島市 88.4 92.4 92.3

2 川越市 91.2 94.1 93.3 38 日高市 92.7 94.7 93.9

3 熊谷市 90.9 93.0 92.0 39 吉川市 87.6 91.6 91.1

4 川口市 86.7 89.8 88.2 40 ふじみ野市 88.5 91.2 89.8

5 行田市 91.4 93.8 92.5 41 伊奈町 90.3 92.9 92.7

6 秩父市 92.6 94.6 94.0 42 三芳町 93.9 94.9 94.0

7 所沢市 91.2 93.5 92.2 43 毛呂山町 88.3 91.6 90.7

8 飯能市 89.4 93.6 92.8 44 越生町 95.7 96.3 96.0

9 加須市 88.9 92.1 91.5 45 滑川町 94.4 95.5 94.8

10 本庄市 90.0 92.2 90.7 46 嵐山町 94.7 95.9 95.4

11 東松山市 88.9 92.6 90.9 47 小川町 93.1 94.3 93.6

12 春日部市 90.8 93.2 92.1 48 川島町 93.5 95.5 95.1

13 狭山市 91.0 93.3 92.5 49 吉見町 92.3 94.7 94.0

14 羽生市 92.0 93.9 93.0 50 鳩山町 94.4 96.5 96.2

15 鴻巣市 93.0 95.2 94.6 51 ときがわ町 91.9 94.0 93.1

16 深谷市 93.2 94.9 93.5 52 横瀬町 94.2 96.2 97.3

17 上尾市 88.5 92.2 91.3 53 皆野町 95.3 96.9 96.1

18 草加市 86.7 90.0 88.3 54 長瀞町 81.4 88.4 91.4

19 越谷市 93.0 95.3 94.5 55 小鹿野町 93.0 93.9 94.4

20 蕨市 87.3 90.6 89.6 56 東秩父村 97.1 98.3 98.3

21 戸田市 86.7 90.8 90.1 57 美里町 93.2 95.4 94.6

22 入間市 90.2 93.3 92.5 58 神川町 91.6 93.8 92.0

23 鳩ヶ谷市 90.5 93.2 92.1 59 上里町 88.8 92.9 91.6

24 朝霞市 89.8 92.5 91.5 60 寄居町 89.9 92.4 91.4

25 志木市 90.7 93.4 92.2 61 騎西町 94.7 95.7 95.8

26 和光市 88.5 92.5 91.5 62 北川辺町 90.7 94.3 93.7

27 新座市 85.2 89.2 88.4 63 大利根町 95.1 96.3 95.3

28 桶川市 90.6 93.7 93.5 64 宮代町 94.8 96.3 95.5

29 久喜市 92.6 94.3 93.0 65 白岡町 95.1 96.5 95.5

30 北本市 93.6 95.6 94.9 66 菖蒲町 92.9 94.9 93.8

31 八潮市 84.5 89.2 87.8 67 栗橋町 93.7 94.3 94.4

32 富士見市 90.6 93.0 91.9 68 鷲宮町 96.7 97.3 96.5

33 三郷市 87.4 91.6 90.3 69 杉戸町 92.9 94.3 93.4

34 蓮田市 93.4 94.9 94.3 70 松伏町 86.8 90.4 88.9

35 坂戸市 87.9 91.7 90.8 合　計 90.4 93.0 92.1

36 幸手市 90.7 92.8 92.0

※ 総務省が作成した「全国地方公共団体コード」の順による。

※ 平成２０年度は見込みである。

個人県民税（均等割・所得割）に係る市町村別納税率（％）
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（３）適正な債権の管理について

平成２０年度一般会計決算における収入未済額の総額は３５４億３，３５９万余

円であり、このうち県税関係を除く「その他の収入未済額」は１１億４，９３３万余

円である。

特に、収入未済額が多額な河川法第６７条に基づく原因者費用負担金や大幅に増加

している道路交通法第５１条の４に基づく放置違反金及び県立高校授業料について

は、より一層の徴収努力が求められる。

また、平成２０年度中に時効の完成などにより不納欠損となったものは総額で

２５億２，３２１万余円、県税関係以外は４，５６８万余円となっている。

貴重な財源の確保と負担の公平を図るため、債権管理者は以下の点に留意の上、適

正な債権の管理に努める必要がある。

１ 平成２０年９月に設置した債権管理連絡会議を有効に機能させ、収入未済額の縮

減に向けた取組を全庁的に推進する必要がある。

２ 債権管理マニュアルの整備を図るとともに、債権管理担当職員の事務処理能力の

向上に向けた研修の充実を図る必要がある。

３ 未収債権については、金額、発生年次や徴収の可能性等による分類を行い、優先

順位を付けて取り組むなど、効果的・効率的な対策の強化を図る必要がある。

（説明）

１ 平成２０年度決算における収入未済額と時効などによる不納欠損額は、以下のとおり

である。

一般会計における収入未済額及び不納欠損額 （単位：千円）

債権の区分 収入未済額 不納欠損額

県税 県税 33,759,576 2,382,479

関係 諸収入（加算金等） 524,683 95,049

小 計 34,284,259 2,477,528

分担金及び負担金 224,037 25,360

( )そ （河川法原因者負担金） (144,290) 0

使用料及び手数料 30,660 551

( )の （県立高校授業料） (16,386) 0

財産収入 7,677 0

他 諸収入（県税関係を除く） 886,959 19,774

( )（道交法放置違反金） (271,127) 0

小 計 1,149,333 45,685

計 35,433,592 2,523,213
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２ 過去３か年度決算における収入未済額の主なものは、以下のとおりである。

一般会計における収入未済額 （単位：千円）

河川法第６７条に基づく 県立高校授業料 道路交通法第５１条の４

年度 原因者費用負担金 に基づく放置違反金

１８ 37,305 7,895 92,015

１９ 45,490 12,303 192,7061
２０ 144,290 16,386 271,127

【参 考】

○ 河川法第６７条に基づく原因者費用負担金

事故により堤防を損壊した場合など、原因者に復旧を命じること（同法第１８条）も

可能であるが、河川管理者が自ら復旧工事を行い、その費用を原因者に負担させる場合

の負担金である。

・荒川河道埋塞事故の復旧工事 ３４，９０５千円

・芝川堤防損壊の復旧工事 １０９，３８５千円

○ 道路交通法第５１条の４に基づく放置違反金

、 、駐車違反の標章が張られた翌日から３０日以内に 運転者が反則金を納めない場合に

車の使用者に納付が命じられる違反金である。
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第３ 決算の状況等

１ 財政収支等全般

（１）歳入歳出の概況について

平成２０年度一般会計及び特別会計の歳入歳出決算は、次のとおりである。

(表1)

歳 入 歳 出 予 算 現 額 に
区 分 予 算 現 額 歳 入 総 額 歳 出 総 額 対 す る 比 率

差 引 額
歳入総額 歳出総額

% %円 円 円 円
1,760,297,890,641 1,712,174,050,038 1,703,836,633,013 8,337,417,025 97.3 96.8一般会計

397,173,349,737 399,757,264,567 369,246,619,349 30,510,645,218 100.7 93.0特別会計

2,157,471,240,378 2,111,931,314,605 2,073,083,252,362 38,848,062,243 97.9 96.1合 計

一般会計の歳入総額は1 兆７，１２１億７，４０５万余円で、予算現額に対する比率は

９７.３パーセントとなっており、歳出総額は１兆７，０３８億３，６６３万余円で、予

算現額に対する比率は９６.８パーセントとなっている。

また、歳入歳出差引額は、８３億３，７４１万余円となっている。

特別会計の歳入総額は３,９９７億５，７２６万余円で、予算現額に対する比率は１００.７

パーセントとなっており、歳出総額は３,６９２億４，６６１万余円で、予算現額に対す

る比率は９３.０パーセントとなっている。

また、歳入歳出差引額は、３０５億１，０６４万余円となっている。

次に、一般会計及び特別会計の決算を前年度と比べると、表２のとおりである。

一般会計及び特別会計の合計額は､前年度に比べて歳入総額で８２７億５，８５６万余円

（４．１パーセント）、歳出総額で８３８億１，９３４万余円（４．２パーセント）の増

加となっている。

これを会計別に見ると､前年度に比べて､一般会計は､歳入総額で２９５億４，５０１万余円

（１.８パーセント)、歳出総額で３０６億７，４３４万余円（１.８パーセント）増加し、

特別会計は､歳入総額で５３２億１，３５５万余円（１５．４パーセント)､歳出総額で５３１億

４，５００万余円（１６．８パーセント）の増加となっている。

実質収支額は、一般会計が５１億４，９１９万余円、特別会計が２７２億３，５２９万余円
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で、ともに黒字となっている。

単年度収支額は、一般会計が７億４，８４２万余円の赤字、特別会計が５億３，２３１万余円

の赤字となっている。

（表２）

予算現額
            A

歳入総額
              B

歳出総額
                C

歳入歳出
差 引 額

         B-C=D

翌年度へ繰り
越すべき財源
　　　　　　　E

実質収支額
       D-E=F

円 円 円 円 円 円

平成20年度 1,760,297,890,641 1,712,174,050,038 1,703,836,633,013 8,337,417,025 3,188,225,726 5,149,191,299

平成19年度 1,720,342,846,041 1,682,629,034,012 1,673,162,286,609 9,466,747,403 3,569,127,338 5,897,620,065

比較増減 39,955,044,600 29,545,016,026 30,674,346,404 △ 1,129,330,378 △ 380,901,612 △ 748,428,766

(単年度収支額)

平成20年度 397,173,349,737 399,757,264,567 369,246,619,349 30,510,645,218 3,275,351,913 27,235,293,305

平成19年度 341,766,535,299 346,543,711,834 316,101,619,222 30,442,092,612 2,674,480,737 27,767,611,875

比較増減 55,406,814,438 53,213,552,733 53,145,000,127 68,552,606 600,871,176 △ 532,318,570

(単年度収支額)

合
平成20年度 2,157,471,240,378 2,111,931,314,605 2,073,083,252,362 38,848,062,243 6,463,577,639 32,384,484,604

平成19年度 2,062,109,381,340 2,029,172,745,846 1,989,263,905,831 39,908,840,015 6,243,608,075 33,665,231,940

計
比較増減 95,361,859,038 82,758,568,759 83,819,346,531 △ 1,060,777,772 219,969,564 △ 1,280,747,336

区　　分

一
般
会
計

特
別
会
計

一 般 ・ 特 別 会 計 合 計 決 算 額 の 推 移

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

兆円

歳入総額

歳出総額
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（２）主要な財政指標について

健全な財政運営の要件は、収支の均衡を保持しながら経済変動や県民要望に対応し

得る弾力性を持つことである。そこで、普通会計の決算規模で財政構造の弾力性等に

ついて考察することとする。

普通会計とは、財政運営の指針などに用いられる財政統計上の会計であり、埼玉県

においては、一般会計と１１の特別会計（埼玉県公債費特別会計、埼玉県市町村振興

事業特別会計、埼玉県災害救助事業特別会計、埼玉県母子寡婦福祉資金特別会計、埼

玉県小規模企業者等設備導入資金特別会計、埼玉県農業改良資金特別会計、埼玉県林

業・木材産業改善資金特別会計、本多静六博士育英事業特別会計、埼玉県用地事業特

別会計、埼玉県県営住宅事業特別会計、埼玉県高等学校等奨学金事業特別会計）が対

象である｡

普通会計における決算収支は、表３のとおりである。

歳入総額が１兆５,９１６億７８万余円、歳出総額が１兆５,８２１億３,３０５万余円

となっている。前年度に比べて歳入総額が４５８億６,０２７万余円、歳出総額

が４７６億７,２６９万余円増加し、対前年度伸び率は、歳入についてはプラス３.０

パーセント、歳出についてはプラス３.１パーセントである。

普 通 会 計 決 算 収 支 表
(表3) （単位：千円）

区 分 平成２０年度 平成１９年度 増 減 額 伸び率（％)

1,591,600,783 1,545,740,507 45,860,276 3.0歳入総額 ①

1,582,133,055 1,534,460,357 47,672,698 3.1歳出総額 ②

9,467,728 11,280,150 1,812,422 16.1形式収支 ③＝①－② △ △

金額は一般会計及び１１特別会計から、会計間、歳入歳出間及び年度間の重複分を控除したものである。※

普通会計における財政力の動向、財政構造の弾力性を判断する主要な財政指標の

年度別推移は表４のとおりである。

ア 財政力指数

地方公共団体の財政力の強弱を示す指標として用いられるもので、普通交付税の算定

に用いられる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３か年の平均値

をいう｡この指数が１以上の地方公共団体は､通常､普通交付税の不交付団体となる｡

本年度は､０.７６９２６で前年度に比べて０.０３１９４ポイント上昇している。

イ 経常収支比率

財政構造の弾力性を判断する指標の一つとして用いられるもので、経常的な経費

に充当された一般財源の経常的に収入される一般財源総額に占める割合をいう。
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地方税、地方交付税、地方譲与税、地方特例交付金を中心とする経常一般財源収入が、

人件費、扶助費、公債費の義務的経費などにどの程度充当されているかを見るもの

であり、この数値が高いほど財政が硬直化していることになる。

本年度は、９５．８パーセントで前年度に比べて０．４ポイント低下している。

ウ 実質公債費比率

財政構造の健全性を示す指標の一つとして用いられるもので、地方債を借り入れ

た際、定められた条件に従って、毎年度元金の償還及び利子の支払が必要となるが、

これに要する経費の総額を公債費といい、この公債費の一般財源に占める割合をいう。

元利償還金には、公営企業の支払う元利償還金への一般会計からの繰出金、

ＰＦＩや一部事務組合等の公債費類似経費が含まれる。本年度は、１２．５パーセ

ントで、前年度に比べて０．８ポイント低下している。

エ 起債制限比率

地方債の許可制限に係る指標として用いられるもので、公債費に充当された一般

財源のうち、地方交付税が措置されるものを除いたものの標準財政規模に対する割

合の、過去３年度間の平均をいう。２０パーセント以上になると、起債許可が制限

される。

本年度は、６．４パーセントで、前年度に比べて０．３ポイント低下している。

オ 人件費比率

経常収支における人件費比率、すなわち、経常一般財源収入がどの程度人件費に

使われたかを示す割合をいうが、この数値が高いほど財政運営が硬直化しているこ

とになる。

本年度は、４９．３パーセントで、前年度に比べて２．１ポイント低下している。

主要な財政指標の年度別推移
(表4) （単位：％、財政力指数を除く。）

区 分 財政力指数 経常収支比率 実質公債費比率 起債制限比率 人件費比率

平成20年度 ０.７６９２６ ９５.８ １２.５ ６.４ ４９.３

平成19年度 ０.７３７３２ ９６.２ １３.３ ６.７ ５１.４

平成18年度 ０.６９３３８ ９２.６ １５.０ ７.９ ４９.９
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注）実質公債費比率は、平成１７年度から算定している。

（これ以前は公債費比率）

（３）資金の運用（管理）状況について

平成２０年度の一般会計及び特別会計の歳入総額は、２兆１，１１９億３，１３１万余円、

歳出総額は、２兆７３０億８，３２５万余円で、差引き３８８億４，８０６万余円の収

入超過となっている。

平成２０年度の資金の運用状況を見ると、年度当初の４月から５月には、一時的な

支払資金不足により一時借入を行った。

５月下旬には、自動車税の収納、地方消費税の清算金の収入、県債発行等により資金

の状況が改善したことから余裕資金が生じ、６月から３月下旬にかけて計１３９回の資

金運用を行った。

その結果、歳計現金及び歳入歳出外現金の運用による利子収入は７億１，５６２万余

円で、前年度に比べて２３６万余円の増加となった。

また、支払資金不足を補うために行った一時借入金の支払利子は４，２３０万余円で、

前年度に比べて２，２８８万余円減少している。

93.5 94.9 92.6
96.2 95.8
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10.0 9.1 7.9 6.7 6.4

50.6 51.3 49.9 51.4
49.3
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0.69338

0.73732

0.76926
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（４）財産の管理について

本年度における公有財産、物品、債権及び基金の現在高は、表５のとおりである。

公有財産、物品、債権及び基金の現在高
(表5)

区 分 平成20年度末現在 平成19年度末現在 比 較 増 減 高

土 地 71,342,619.67 ㎡ 71,235,829.29 ㎡ 106,790.38 ㎡

建 物 6,310,116.48 ㎡ 6,294,619.66 ㎡ 15,496.82 ㎡

公 面 積 9,087.91 ha 9,088.17 ha △ 0.26 ha

山 林 立木の推定
有 蓄 積 量 754,782 ㎥ 754,927 ㎥ △ 145 ㎥

動産(航空機) 3 機 3 機 0 機

財 物 権 56,150,244.56 ㎡ 56,152,839.56 ㎡ △ 2,595.00 ㎡

無 体 財 産 権 59 件 53 件 6 件

産 有 価 証 券 288,500 千円 288,500 千円 0 千円

出資による権利 136,669,176 千円 135,225,090 千円 1,444,086 千円

物 品 9,332 件 9,377 件 △ 45 件

債 権 91,951,270 千円 94,186,062 千円 △ 2,234,792 千円

動 産 69 件 69 件 0 件

基 有 価 証 券 134,068,094 千円 112,633,451 千円 21,434,643 千円

金 債 権 59,823,721 千円 66,420,834 千円 △ 6,597,113 千円

現 金 326,079,459 千円 266,364,948 千円 59,714,511 千円

公有財産の主なもののうち、土地は、緑のトラスト保全地やまちのエコ・オアシス保

全地の買入れなどにより、前年度に比べて約１０．７万平方メートルの増加となってい

る。

建物は、上尾警察署の建て替えや大宮長山団地の新築などにより、前年度に比べて約

１．５万平方メートルの増加となっている。
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２ 一般会計

（１） 決算の特徴

平成２０年度の一般会計決算の主な特徴は、次のとおりである。

ア 歳入総額は、県税収入、地方消費税清算金が減少したものの、地方特例交付金、国庫

支出金、県債の増加により、２９５億余円（１．８パーセント）、 歳出総額は労働費や

公債費の増加により３０６億余円（１．８パーセント）それぞれ増加し、歳入総額、

歳出総額ともに前年度を上回った。

イ 県税収入は、前年度に比べて２８２億余円（３．５パーセント）減少し、６年振

りに前年度を下回った。これは、建設業や輸送用機械器具製造業など多くの業種で

業績が悪化したことにより、法人二税（県民税、事業税）が１９６億余円減少した

ことなどによるものである。

ウ 県債収入は、前年度に比べて２８５億余円（９．９パーセント）増加し、前年度

を上回った。

なお、県債残高は前年度に比べて７７２億余円（２．６パーセント）増加した。

エ 義務的経費は、公債費の増加など、前年度に比べて１２７億余円（１．３パーセント）

増加したが、構成比は昨年度を下回り、５７．７％となった。



（２）　歳　　入

　平成２０年度一般会計歳入決算の状況は、次のとおりである。

（表６）

増減額 伸び率

円 円 円 円 円 円 % % % 円 円 %

県 税 785,400,000,000 820,005,115,466 783,863,059,604 2,382,479,384 33,759,576,478 △ 1,536,940,396 45.8 99.8 95.6 812,131,476,456 △ 28,268,416,852 △ 3.5

地 方 消 費 税 清 算 金 108,460,000,000 108,448,642,715 108,448,642,715 0 0 △ 11,357,285 6.3 100.0 100.0 114,642,746,424 △ 6,194,103,709 △ 5.4

地 方 譲 与 税 4,478,000,000 4,436,877,000 4,436,877,000 0 0 △ 41,123,000 0.3 99.1 100.0 4,994,243,000 △ 557,366,000 △ 11.2

地 方 特 例 交 付 金 12,808,110,000 12,808,110,000 12,808,110,000 0 0 0 0.7 100.0 100.0 5,541,017,000 7,267,093,000 131.2

地 方 交 付 税 180,324,502,000 180,225,379,000 180,225,379,000 0 0 △ 99,123,000 10.5 99.9 100.0 177,967,043,000 2,258,336,000 1.3

交通安全対策特別交付金 2,126,916,000 2,304,255,000 2,304,255,000 0 0 177,339,000 0.1 108.3 100.0 2,616,133,000 △ 311,878,000 △ 11.9

分 担 金 及 び 負 担 金 5,235,372,149 5,359,311,075 5,109,913,956 25,359,814 224,037,305 △ 125,458,193 0.3 97.6 95.3 6,128,103,813 △ 1,018,189,857 △ 16.6

使 用 料 及 び 手 数 料 29,268,090,000 28,319,033,659 28,287,822,536 550,920 30,660,203 △ 980,267,464 1.7 96.7 99.9 28,872,068,250 △ 584,245,714 △ 2.0

国 庫 支 出 金 182,253,782,654 165,598,406,363 165,598,406,363 0 0 △ 16,655,376,291 9.7 90.9 100.0 144,599,796,512 20,998,609,851 14.5

財 産 収 入 10,175,649,000 9,754,189,571 9,746,513,028 0 7,676,543 △ 429,135,972 0.6 95.8 99.9 10,710,744,342 △ 964,231,314 △ 9.0

寄 附 金 144,800,000 130,639,487 130,639,487 0 0 △ 14,160,513 0.0 90.2 100.0 170,677,853 △ 40,038,366 △ 23.5

繰 入 金 29,051,356,000 24,784,433,186 24,784,433,186 0 0 △ 4,266,922,814 1.4 85.3 100.0 14,183,552,792 10,600,880,394 74.7

繰 越 金 9,466,747,338 9,466,747,403 9,466,747,403 0 0 65 0.6 100.0 100.0 10,218,071,761 △ 751,324,358 △ 7.4

諸 収 入 63,484,565,500 62,165,716,196 60,639,250,760 114,823,718 1,411,641,718 △ 2,845,314,740 3.5 95.5 97.5 62,044,359,809 △ 1,405,109,049 △ 2.3

県 債 337,620,000,000 316,324,000,000 316,324,000,000 0 0 △ 21,296,000,000 18.5 93.7 100.0 287,809,000,000 28,515,000,000 9.9

歳　入　合　計 1,760,297,890,641 1,750,130,856,121 1,712,174,050,038 2,523,213,836 35,433,592,247 △ 48,123,840,603 100.0 97.3 97.8 1,682,629,034,012 29,545,016,026 1.8

不納欠損額 収入未済額
予算現額と
収入済額
との比較

収入済額
の構成比

款 予算現額 調定額 収入済額
予算現額
に対する
収入率

調定額に
対する
収入率

前年度収入済額
収入済額の前年度対比
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収入済額の合計は１兆７，１２１億７，４０５万余円で、予算現額に比べて４８１億

２，３８４万余円下回っており、予算現額に対する収入率は９７.３パーセント、調定額

に対する収入率は９７.８パーセントとなっている。

収入済額の主なものは、県税７，８３８億６，３０５万余円（構成比４５．８パーセント）、

県債３，１６３億２，４００万円(構成比１８．５パーセント)、地方交付税１，８０２億

２，５３７万余円（構成比１０．５パーセント)、国庫支出金１，６５５億９，８４０万

余円（構成比９．７パーセント）である。

また、収入済額の合計を見ると、前年度の１兆６，８２６億２，９０３万余円に比べて

２９５億４，５０１万余円（１．８パーセント）の増加となっている。

これは、主として、県税が２８２億６，８４１万余円、地方消費税清算金が６１億９，４１０万

余円減少したものの、県債が２８５億１，５００万円、国庫支出金が２０９億９，８６０

万余円、地方特例交付金が７２億６，７０９万余円増加したことによるものである。

不納欠損額の合計は、２５億２，３２１万余円で、前年度の２５億８，４３５万余円に

比べて６，１１４万余円（２．４パーセント）の減少となっている。

これは、主として、県税が７，７８７万余円減少したことによるものである。

収入未済額の合計は３５４億３，３５９万余円で、前年度の３１６億８，７６７万余円

に比べて３７億４，５９１万余円（１１．８パーセント）の増加となっている。

これは、主として、県税が３７億９，３８７万余円増加したことによるものである。

なお、収入未済額の主なものは、県税が３３７億５，９５７万余円、諸収入が１４億

１，１６４万余円、分担金及び負担金が２億２，４０３万余円である。

次に、収入済額を自主財源、依存財源別に前年度と比較すると、表７のとおりである。

収入済額に占める割合の高いものについて見ると、県税（構成比４５．８パーセント）

の伸び率はマイナス３．５パーセントで、前年度と比べて２２．５ポイント低下している。

県債（構成比１８．５パーセント）の伸び率は９．９パーセントで、前年度に比べて

０．５ポイント上昇している。地方交付税（構成比１０．５パーセント）の伸び率は１．３

パーセントで、前年度に比べて１９．０ポイント上昇している。

収入済額に占める自主財源の割合は６０．２パーセント、依存財源の割合は３９．８

パーセントとなっており、前年度に比べて自主財源の割合が２．７ポイント低下している。
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（表７）

収入済額 構成比 伸び率 収入済額 構成比 伸び率

円 % % % % 円

自 主 財 源 1,030,477,022,675 60.2 △ 2.7 1,059,101,801,500 62.9 14.0 △ 28,624,778,825

県 税 783,863,059,604 45.8 △ 3.5 812,131,476,456 48.3 19.0 △ 28,268,416,852

地 方 消 費 税 清 算 金 108,448,642,715 6.3 △ 5.4 114,642,746,424 6.8 △ 1.3 △ 6,194,103,709

分 担 金 及 び 負 担 金 5,109,913,956 0.3 △ 16.6 6,128,103,813 0.4 14.6 △ 1,018,189,857

使 用 料 及 び 手 数 料 28,287,822,536 1.7 △ 2.0 28,872,068,250 1.7 △ 0.4 △ 584,245,714

財 産 収 入 9,746,513,028 0.6 △ 9.0 10,710,744,342 0.6 6.3 △ 964,231,314

寄 附 金 130,639,487 0.0 △ 23.5 170,677,853 0.0 8.0 △ 40,038,366

繰 入 金 24,784,433,186 1.4 74.7 14,183,552,792 0.8 7.6 10,600,880,394

繰 越 金 9,466,747,403 0.6 △ 7.4 10,218,071,761 0.6 △ 9.2 △ 751,324,358

諸 収 入 60,639,250,760 3.5 △ 2.3 62,044,359,809 3.7 1.3 △ 1,405,109,049

依 存 財 源 681,697,027,363 39.8 9.3 623,527,232,512 37.1 △ 18.8 58,169,794,851

地 方 譲 与 税 4,436,877,000 0.3 △ 11.2 4,994,243,000 0.3 △ 96.1 △ 557,366,000

地 方 特 例 交 付 金 12,808,110,000 0.7 131.2 5,541,017,000 0.3 15.2 7,267,093,000

地 方 交 付 税 180,225,379,000 10.5 1.3 177,967,043,000 10.6 △ 17.7 2,258,336,000

交通安全対策特別交付金 2,304,255,000 0.1 △ 11.9 2,616,133,000 0.2 △ 1.7 △ 311,878,000

国 庫 支 出 金 165,598,406,363 9.7 14.5 144,599,796,512 8.6 △ 5.4 20,998,609,851

県 債 316,324,000,000 18.5 9.9 287,809,000,000 17.1 9.4 28,515,000,000

合 計 1,712,174,050,038 100.0 1.8 1,682,629,034,012 100.0 △ 0.8 29,545,016,026

自主財源・依存財源年度別比較表

平成１９年度
区　　　　　　　　分

平成２０年度
比較増減額
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ア 自主財源について

自主財源の収入済額は１兆３０４億７，７０２万余円で、前年度に比べて２８６億

２，４７７万余円の減少となっている。これは、建設業や輸送用機械器具製造業な

ど多くの業種の減収に伴う法人二税（県民税、事業税）の減少により、県税が２８２億

６，８４１万余円減少したことなどによるものである。

伸び率はマイナス２．７パーセントで、前年度より１６．７ポイント低下してい

る。

イ 依存財源について

依存財源の収入済額は６，８１６億９，７０２万余円で、前年度に比べて５８１億

６，９７９万余円の増加となっている。

これは、県債が２８５億１，５００万円、地方特例交付金が７２億６，７０９

万余円、地方交付税が２２億５，８３３万余円、国庫支出金が２０９億

９，８６０万余円増加したことによるものである。

伸び率は９．３パーセントで、前年度より２８．１ポイント上昇している｡

財源別収入状況

県税
7,838億円

45.8%

使用料及び手数料
282億円
1.7%

諸収入
606億円
3.5%その他

247億円
1.5%

繰入金
247億円
1.4%

その他
197億円
1.1%

県債
3,163億円
18.5%

国庫支出金
1,655億円

9.7%

地方交付税
1,802億円
10.5%

依存財源
6,817億円

39.8%

自主財源
１兆３０４億円

60.2%
　　財　源　別
１兆７，１２１億円

（注）億円、％はトータルに
　　　合わせ端数調整

地方消費税清算金
1,084億円

6.3%
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（３） 歳 出

平成２０年度一般会計歳出決算の状況は、次のとおりである。

支出済額の合計は、１兆７，０３８億３，６６３万余円で、予算現額に比べて５６４億

６，１２５万余円の予算残額が生じており、執行率は９６．８パーセントとなっている｡

支出済額の主なものは、教育費が５，３２７億６，５４４万余円（構成比３１．３パーセント）、

公債費が２，９６６億５６９万余円(構成比１７．４パーセント)、民生費が２，１０７億１，５９６

万余円（構成比１２．４パーセント）、土木費が１，７１３億１，７８２万余円（構成比

１０.０パーセント）である。

（表８）

継 続 費
逓次繰越 繰越明許費 事故繰越し

円 円 円 円 円 円 円 % %

議会費 3,009,481,000 2,949,124,667 0 0 0 60,356,333 60,356,333 0.2 98.0

総務費 95,432,936,750 91,153,863,714 928,911,000 62,840,000 0 3,287,322,036 4,279,073,036 5.3 95.5

民生費 215,651,098,294 210,715,962,595 0 674,652,000 0 4,260,483,699 4,935,135,699 12.4 97.7

衛生費 55,490,116,000 52,369,003,741 0 0 0 3,121,112,259 3,121,112,259 3.1 94.4

労働費 14,251,742,000 14,112,028,476 0 0 0 139,713,524 139,713,524 0.8 99.0

農林水
産業費

27,008,800,250 25,521,407,982 0 1,059,187,000 48,588,000 379,617,268 1,487,392,268 1.5 94.5

商工費 17,138,267,000 16,626,330,341 0 0 0 511,936,659 511,936,659 1.0 97.0

土木費 208,623,412,957 171,317,822,963 0 35,538,747,115 681,756,758 1,085,086,121 37,305,589,994 10.0 82.1

警察費 140,937,301,000 139,555,028,450 1,078,000 0 0 1,381,194,550 1,382,272,550 8.2 99.0

教育費 534,880,714,257 532,765,446,893 18,037,000 91,957,500 0 2,005,272,864 2,115,267,364 31.3 99.6

災   害
復旧費

658,452,500 564,413,778 0 31,477,000 0 62,561,722 94,038,722 0.0 85.7

公債費 296,795,230,000 296,605,692,981 0 0 0 189,537,019 189,537,019 17.4 99.9

諸  支
出  金

150,051,150,000 149,580,506,432 0 0 0 470,643,568 470,643,568 8.8 99.7

予備費 369,188,633 0 0 0 0 369,188,633 369,188,633 0.0 0.0

合計 1,760,297,890,641 1,703,836,633,013 948,026,000 37,458,860,615 730,344,758 17,324,026,255 56,461,257,628 100.0 96.8

款

翌年度繰越額 予算現額と
支出済額と

の比較

支出済
額　の
構成比

執行
率

不用額予算現額 支出済額
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支出済額を前年度と比べると、次のとおりである。

支出済額の合計は、前年度の１兆６,７３１億６，２２８万余円に比べて３０６億

７，４３４万余円（１．８パーセント）の増加となっている。

これは、主として、民生費が１４４億６，６１１万余円、労働費が１０５億

１，７７２万余円、公債費が１７１億４，１９０万余円増加したことによるものである。

（表９）

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 伸び率

% 円 % 円 %

議 会 費 2,949,124,667 0.2 2,920,754,909 0.2 28,369,758 1.0

総 務 費 91,153,863,714 5.3 88,198,002,573 5.3 2,955,861,141 3.4

民 生 費 210,715,962,595 12.4 196,249,847,041 11.7 14,466,115,554 7.4

衛 生 費 52,369,003,741 3.1 51,061,750,720 3.1 1,307,253,021 2.6

労 働 費 14,112,028,476 0.8 3,594,304,570 0.2 10,517,723,906 292.6

農 林 水 産 業 費 25,521,407,982 1.5 28,021,998,481 1.7 △ 2,500,590,499 △ 8.9

商 工 費 16,626,330,341 1.0 14,819,663,394 0.9 1,806,666,947 12.2

土 木 費 171,317,822,963 10.0 170,415,051,135 10.2 902,771,828 0.5

警 察 費 139,555,028,450 8.2 139,538,652,693 8.3 16,375,757 0.0

教 育 費 532,765,446,893 31.3 534,621,991,697 32.0 △ 1,856,544,804 △ 0.3

災 害
復 旧 費

564,413,778 0.0 607,989,464 0.0 △ 43,575,686 △ 7.2

公 債 費 296,605,692,981 17.4 279,463,787,287 16.7 17,141,905,694 6.1

諸 支 出 金 149,580,506,432 8.8 163,648,492,645 9.8 △ 14,067,986,213 △ 8.6

予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 -

合 計 1,703,836,633,013 100.0 1,673,162,286,609 100.0 30,674,346,404 1.8

平成１９年度
款

平成２０年度 比              較
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１



３　特別会計

（１）　　歳　　　入

（表１０）

増減額 伸び率

円 円 円 円 円 円 % % 円 円 %

埼玉県公債費特別会計 192,308,127,000 192,307,982,790 192,307,982,790 0 0 △ 144,210 100.0 100.0 146,661,244,737 45,646,738,053 31.1

埼 玉 県 証 紙 特 別 会 計 35,087,392,000 34,321,555,523 34,321,555,523 0 0 △ 765,836,477 97.8 100.0 39,749,481,818 △ 5,427,926,295 △ 13.7

埼玉県市町村振興事業
特 別 会 計

13,572,734,000 13,112,129,264 13,112,129,264 0 0 △ 460,604,736 96.6 100.0 12,578,923,019 533,206,245 4.2

埼 玉 県 災 害 救 助 事 業
特 別 会 計

344,988,000 31,709,738 31,709,738 0 0 △ 313,278,262 9.2 100.0 21,061,051 10,648,687 50.6

埼玉県母子寡婦福祉資金
特 別 会 計

497,010,000 856,416,993 627,510,619 1,117,750 227,788,624 130,500,619 126.3 73.3 579,006,973 48,503,646 8.4

埼玉県小規模企業者等設
備 導 入 資 金 特 別 会 計

1,770,401,000 2,884,749,136 1,954,376,898 815,121,401 115,250,837 183,975,898 110.4 67.7 2,831,378,691 △ 877,001,793 △ 31.0

埼 玉 県 農 業 改 良 資 金
特 別 会 計

220,401,000 248,114,398 222,127,398 0 25,987,000 1,726,398 100.8 89.5 238,866,005 △ 16,738,607 △ 7.0

埼 玉 県 林 業 ・ 木 材 産 業
改 善 資 金 特 別 会 計

39,195,000 93,442,177 87,960,440 0 5,481,737 48,765,440 224.4 94.1 99,645,211 △ 11,684,771 △ 11.7

本多静六博士育英事業
特 別 会 計

49,407,000 48,253,465 46,818,078 0 1,435,387 △ 2,588,922 94.8 97.0 40,315,257 6,502,821 16.1

埼 玉 県 用 地 事 業
特 別 会 計

21,194,770,000 21,190,279,844 21,190,279,844 0 0 △ 4,490,156 100.0 100.0 6,259,170,227 14,931,109,617 238.5

埼玉県流域下水道事業
特 別 会 計

64,702,238,000 70,854,784,159 70,854,784,159 0 0 6,152,546,159 109.5 100.0 64,227,177,384 6,627,606,775 10.3

埼 玉 県 県 営 住 宅 事 業
特 別 会 計

18,972,512,737 19,033,588,074 18,761,620,962 15,773,904 256,193,208 △ 210,891,775 98.9 98.6 18,324,126,099 437,494,863 2.4

埼玉県高等学校等奨学金
事 業 特 別 会 計

1,357,592,000 1,378,497,698 1,367,900,698 0 10,597,000 10,308,698 100.8 99.2 1,324,647,435 43,253,263 3.3

埼 玉 県 公 営 競 技 事 業
特 別 会 計

47,056,582,000 44,870,508,156 44,870,508,156 0 0 △ 2,186,073,844 95.4 100.0 53,608,667,927 △ 8,738,159,771 △ 16.3

歳　入　合　計 397,173,349,737 401,232,011,415 399,757,264,567 832,013,055 642,733,793 2,583,914,830 100.7 99.6 346,543,711,834 53,213,552,733 15.4

　平成２０年度の特別会計は、埼玉県公債費特別会計ほか１３会計で、その歳入歳出決算の状況は
次のとおりである。

不納欠損額 収入未済額
予算現額と
収入済額
との比較

会　　　計　　　名 予算現額 調定額 収入済額
予算現額
に対する
収入率

調定額に
対する
収入率

前年度収入済額
収入済額の前年度対比



（２）　歳　　出

（表１１）

継 続 費
逓次繰越 繰越明許費 事故繰越し 増減額 伸び率

円 円 円 円 円 円 円 % 円 円 %

埼 玉 県 公 債 費 特 別 会 計 192,308,127,000 192,307,982,790 0 0 0 144,210 144,210 100.0 146,661,244,737 45,646,738,053 31.1

埼 玉 県 証 紙 特 別 会 計 35,087,392,000 33,048,933,120 0 0 0 2,038,458,880 2,038,458,880 94.2 38,308,469,545 △ 5,259,536,425 △ 13.7

埼 玉 県 市 町 村 振 興 事 業
特 別 会 計

13,572,734,000 13,112,129,264 0 0 0 460,604,736 460,604,736 96.6 12,575,590,019 536,539,245 4.3

埼 玉 県 災 害 救 助 事 業
特 別 会 計

344,988,000 31,709,738 0 0 0 313,278,262 313,278,262 9.2 21,061,051 10,648,687 50.6

埼 玉 県 母 子 寡 婦 福 祉 資 金
特 別 会 計

497,010,000 349,724,889 0 0 0 147,285,111 147,285,111 70.4 324,474,578 25,250,311 7.8

埼 玉 県 小 規 模 企 業 者 等
設 備 導 入 資 金 特 別 会 計

1,770,401,000 1,656,751,202 0 0 0 113,649,798 113,649,798 93.6 2,535,452,341 △ 878,701,139 △ 34.7

埼 玉 県 農 業 改 良 資 金
特 別 会 計

220,401,000 162,494,509 0 0 0 57,906,491 57,906,491 73.7 170,572,557 △ 8,078,048 △ 4.7

埼 玉 県 林 業 ・ 木 材 産 業
改 善 資 金 特 別 会 計

39,195,000 34,041,370 0 0 0 5,153,630 5,153,630 86.9 31,753,690 2,287,680 7.2

本 多 静 六 博 士 育 英 事 業
特 別 会 計

49,407,000 45,961,896 0 0 0 3,445,104 3,445,104 93.0 37,737,121 8,224,775 21.8

埼 玉 県 用 地 事 業
特 別 会 計

21,194,770,000 21,188,708,749 0 0 0 6,061,251 6,061,251 100.0 6,257,631,887 14,931,076,862 238.6

埼 玉 県 流 域 下 水 道 事 業
特 別 会 計

64,702,238,000 47,084,888,296 0 13,488,522,875 1,946,630,300 2,182,196,529 17,617,349,704 72.8 42,465,276,038 4,619,612,258 10.9

埼 玉 県 県 営 住 宅 事 業
特 別 会 計

18,972,512,737 18,343,337,211 356,631,387 21,466,000 0 251,078,139 629,175,526 96.7 17,888,283,480 455,053,731 2.5

埼 玉 県 高 等 学 校 等 奨 学 金
事 業 特 別 会 計

1,357,592,000 1,347,264,373 0 0 0 10,327,627 10,327,627 99.2 641,180,185 706,084,188 110.1

埼 玉 県 公 営 競 技 事 業
特 別 会 計

47,056,582,000 40,532,691,942 0 0 0 6,523,890,058 6,523,890,058 86.1 48,182,891,993 △ 7,650,200,051 △ 15.9

歳　出　合　計 397,173,349,737 369,246,619,349 356,631,387 13,509,988,875 1,946,630,300 12,113,479,826 27,926,730,388 93.0 316,101,619,222 53,145,000,127 16.8

支出済額の前年度対比

会　　　計　　　名

翌年度繰越額 予算現額と
支出済額
との比較

前年度支出済額
執
行
率

不用額予算現額 支出済額
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各特別会計を合計した歳入・歳出における予算現額は、３，９７１億７，３３４万余円

で、前年度の３，４１７億６，６５３万余円に比べて５５４億６８１万余円の増加と

なっている。その主な理由は、埼玉県公営競技事業特別会計が９９億２，４８２万余円減少した

反面、埼玉県公債費特別会計が４５６億４，６８６万余円、埼玉県用地事業特別会計が

１４９億２，６８７万余円、埼玉県流域下水道事業特別会計が７５億８５４万余円増加し

たためである。

収入済額の合計は３,９９７億５，７２６万余円で、予算現額に比べて２５億８，３９１万余円

上回っており、予算現額に対する収入率は１００．７パーセント、調定額に対する収入率

は９９．６パーセントとなっている。

収入未済額の合計は６億４，２７３万余円で、埼玉県県営住宅事業特別会計

２億５，６１９万余円、埼玉県母子寡婦福祉資金特別会計２億２，７７８万余円、

埼玉県小規模企業者等設備導入資金特別会計１億１，５２５万余円、埼玉県農業改良資金

特別会計２，５９８万余円、埼玉県高等学校等奨学金事業特別会計１，０５９万余円、

埼玉県林業・木材産業改善資金特別会計５４８万余円、本多静六博士育英事業特別会計

１４３万余円となっており、前年度の１４億７，４１２万余円に比べて８億３，１３９万余円

減少している。

また、不納欠損額の合計は８億３，２０１万余円で、埼玉県小規模企業者等設備導入資金

特別会計８億１，５１２万余円、埼玉県県営住宅事業特別会計１，５７７万余円、埼玉県

母子寡婦福祉資金特別会計１１１万余円となっており、前年度の２２億９，６０５万余円

に比べて１４億６，４０４万余円減少している。

支出済額の合計は３,６９２億４，６６１万余円で、予算現額に比べて２７９億２，６７３万余円

の予算残額が生じており、執行率は９３．０パーセントとなっている。

特別会計決算額の推移

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

億円

歳入総額

歳出総額



基　金　運　用　状　況 
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埼 玉 県 土 地 開 発 基 金

第１ 審査の概要

平成２０年度埼玉県土地開発基金の運用状況の審査に当たっては、基金が条例の趣旨に

沿って、適正に運用されたか、計数に誤りがないか等について慎重に審査した。

第２ 審査の結果

基金に係る運用状況については、運用状況調書、関係諸帳簿及び証拠書類等を照合審査

した結果、計数に誤りのないことを確認した。

また、条例の趣旨に沿って、適正に運用されているものと認められた。

第３ 基金の増減及び運用状況

平成２０年度において、９４億６，０１９万余円を処分し、埼玉県用地事業特別会計か

ら２億１，９４５万余円が新たに積み立てられたので、平成２０年度末現在高は４１１億

６，９８４万余円となっている。

平成２０年度の基金運用状況は、次のとおりである。

区 分 平成２０年度末現在高 平成１９年度末現在高 比 較 増 減 高

円 円 円41,169,847,500 50,410,593,837 9,240,746,337基 金 総 額 △

0 4,000,000,000 4,000,000,000内 有 価 証 券 △

18,671,104,087 28,807,607,501 10,136,503,414債 権 △

22,498,743,413 17,602,986,336 4,895,757,077訳 現 金

平成２０年度中の債権の減少は、埼玉県用地事業特別会計への貸付金が１０１億

９，５８４万余円減少したこと及び基金運用益の未積立が５，９３４万余円増加したため

である。

一方、有価証券の減少は、満期償還により皆減となったものである。

また、現金は、４８億９，５７５万余円増加しており、２２４億９，８７４万余円は、

すべて自由金利型定期預金となっている。

第４ 債権の現在高の状況

平成２０年度末における債権は、次のとおりである。
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                                     （単位 円） 

年月日 目  的 期   間 債 務 者 金   額 備    考 

 7. 3.31 
公共事業用地 
先 行 取 得 

 7. 3.31～ 
埼玉県用地事業 
特 別 会 計 

 164,297,621 
しらこばと公園 
外４事業 

 8. 3.29 〃  8. 3.29～ 〃    228,057,350 
飯能南高等学校 
外1事業 

10. 3.31 〃 10. 3.31～ 〃   351,508,656 
秋ケ瀬公園外6
事業 

11. 3.31 〃 11. 3.31～ 〃 234,634,428 
大宮公園外8事
業 

12. 3.31 〃 12. 3.31～ 〃 17,430,924 
緑の丘公園外3
事業 

13. 3.30 〃 13. 3.30～ 〃    121,166,379 
S K I P ｼ ﾃ ｨ B 街 区外 

2事業  

14. 3.29 〃 14. 3.29～ 〃    442,410,295 
権現堂公園外２
事業 

15. 3.31 〃 15. 3.31～ 〃 1,487,681,015 
S K I P ｼ ﾃ ｨ B 街 区外 

2事業 

16. 3.31 〃 16. 3.31～ 〃  1,563,769 権現堂公園 

17. 3.31 〃 17. 3.31～ 〃  2,256,950,677 
加須はなさき公
園及び公債費 

18. 3.31 〃 18. 3.31～ 〃  2,306,699,066 公債費 

19. 3.30 〃 19. 3.30～ 〃 4,930,799,857 
中川外９事業及
び公債費 

20. 3.31 〃 20. 3.31～ 〃  1,737,984,000 
東部地域振興ふれあ

い拠点施設(仮称)外

２事業  

21.3.31 〃 21.3.31～ 〃 4,170,469,000 
寄居警察署外３
事業 

〃 
平成２０年度
運 用 益 

〃 
埼   玉   県 
一 般 会 計 

219,451,050  

合計    18,671,104,087  
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埼 玉 県 美 術 作 品 取 得 基 金

第１ 審査の概要

平成２０年度埼玉県美術作品取得基金の運用状況の審査に当たっては、基金が条例の趣

旨に沿って、適正に運用されたか、計数に誤りがないか等について慎重に審査した。

第２ 審査の結果

基金に係る運用状況については、運用状況調書、関係諸帳簿及び証拠書類等を照合審査

した結果、計数に誤りのないことを確認した。

また、条例の趣旨に沿って、適正に運用されているものと認められた。

第３ 基金の増減及び運用状況

平成２０年度において一般会計から４，２７３円が新たに積み立てられたので、平成

２０年度末現在高は、１３億９,６６１万余円となっている。

平成２０年度の基金運用状況は、次のとおりである。

平成20年度末 平成19年度末 比 較 増 減 高
区 分

現 在 高 現 在 高 積 立 金 美 術 品 取 得 美 術 品 処 分

円 円 円 円 円
基 金 総 額 － －1,396,614,096 1,396,609,823 4,273

内 動 産 － － －1,396,180,500 1,396,180,500
現 金 － －429,323 426,214 3,109

訳 債 権 － －4,273 3,109 1,164

平成２０年度末現在において、一般会計で買い戻されていない美術品は６９点で１３億

９,６１８万余円となっている。

平成２０年度中の増加は、資金運用による運用益４，２７３円である。

また、現金４２万余円は、自由金利型定期及び普通預金となっている。

第４ 動産（美術作品）の状況

一般会計で買い戻されていない動産（美術作品）は、次のとおりである。
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作 品 名 購入額 (円) 作 者 名 取得日 種 別№

１ 油彩画ほか「横たわる裸婦と猫」 藤田 嗣治131,000,000 S59.12.25
２ 油彩画ほか「三人の浴女」 ｵｰｷﾞｭｽﾄ･ﾙﾉﾜｰﾙ168,000,000 S59.12.25
３ 油彩画ほか「ｱﾚｸｻﾝﾄﾞﾗ ｽﾍﾟｰｽ」 斎藤 研の 3,500,000 H 3. 9.20
４ ドローイング「山」 井上 有一3,500,000 H 3. 9.20
５ 油彩画ほか「静物」 ﾊﾟﾌﾞﾛ･ﾋﾟｶｿ422,300,000 H 4. 4. 1
６ 油彩画ほか「森」 ﾎﾟｰﾙ･ﾃﾞﾙｳﾞｫｰ237,000,000 H 4. 4. 1
７ 写 真「私風景 －春風」 出店 久夫'92 2,000,000 H 4. 9.25
８ 油彩画ほか「積藁」 林 倭衛9,000,000 H 6. 9.22
９ 油彩画ほか｢ ｣ 金 昌永SAND PLAY 8810 1,000,000 H 7. 9.22

油彩画ほか10 「 ｣ 草間 彌生A.Q. INFINITY NETS 6,000,000 H 7. 9.22
彫 刻11 ｢飛び石｣ 福岡 道雄3,300,000 H 7. 9.22
彫刻その他12 ｢果実の中の木もれ陽｣ 橋本 真之4,000,000 H 8. 3.22
写 真13 22～ ｢ﾌｫﾄｸﾞﾗﾑ集｣( 点組) ﾗｽﾛ･ﾓﾎﾘ ﾅｼﾞ10 1,300,000 = H 8. 3.22
油彩画ほか23 ｢同心円－赤｣ ｵﾉｻﾄ･ﾄｼﾉﾌﾞ8,240,000 H 8. 9.24
油彩画ほか24 ｢ｼﾞｪﾘｰ ｽﾌﾟｰﾝ ｣ 上田 薫に C 2,000,000 H 8. 9.24
油彩画ほか25 ｢風化の詩 ９６Ｄ｣ 桜井 武人1,000,000 H 8. 9.24
油彩画ほか26 ｢ ･ｷｬﾝｳﾞｧｽ･ ｣( ) 吉田 克朗赤 糸など 全 枚4 3,000,000 H 8. 9.24
彫 刻27 ｢ ﾜｯﾄ ﾜｯﾄ｣ 吉田 克朗650 60 2,100,000 H 8. 9.24と

油彩画ほか28 「二つの花束」 ﾏﾙｸ･ｼｬｶﾞｰﾙ288,000,000 H 9.10.24
油彩画ほか29 「 」 長 はるこMOHAIR-5 600,000 H 9.10.24

「聖レオンハルト像」 彫 刻30 400,000 H 9.10.24木村 直道

「黒ひげ」 彫 刻31 400,000 H 9.10.24木村 直道

彫 刻32 「ズイズイズッコロバシ」 400,000 H 9.10.24木村 直道

「カッパヘッド（毒蛇 」 彫 刻33 ） 400,000 H 9.10.24木村 直道

「魔女」 彫 刻34 400,000 H 9.10.24木村 直道

「犀」 彫 刻35 400,000 H 9.10.24木村 直道

「託宣」 彫 刻36 400,000 H 9.10.24木村 直道

「パンチとジュディ」 彫 刻37 400,000 H 9.10.24木村 直道

「西部の男」 彫 刻38 400,000 H 9.10.24木村 直道

「こわれたダダ」 彫 刻39 400,000 H 9.10.24木村 直道

彫 刻40 「エリオット氏のトイレット」 400,000 H 9.10.24木村 直道

彫 刻41 「ムチ打ち症のサーカスの熊」 400,000 H 9.10.24木村 直道

彫 刻42 「ミレーへのオマージュ（晩鐘 」） 400,000 H 9.10.24木村 直道

「だちょう」 彫 刻43 400,000 H 9.10.24木村 直道

「ひげの男」 彫 刻44 400,000 H 9.10.24木村 直道
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油彩画ほか45 ｢ ｣ 山田 正亮Work E-263 5,000,000 H 9.12.18
油彩画ほか46 「連れ添う樹( )｣ 田淵 安一未完の季節 No37 6,750,000 H 9.12.18
平面造形 その他47 ｢ロト・レリーフ｣ ﾏﾙｾﾙ･ﾃﾞｭｼｬﾝ1,000,000 H 9.12.18

「集積」 ドローイング48 700,000 草間 彌生 H 9.12.18
青蛇の目を持つ花瓶 ドローイング49 1,100,000「 」 草間 彌生 H 9.12.18

「生きもの＞巣」 ドローイング50 1,100,000 草間 彌生 H 9.12.18
魂たちが安息する穴 ドローイング51 1,100,000「 」 草間 彌生 H 9.12.18

「耕」 版 画52 475,000 H 9.12.18高橋 秀

「集」 版 画53 475,000 高橋 秀 H 9.12.18
立体造形 その他54 ｢テレフォン・ブース｣ ｼﾞｪｰﾑｽﾞ･ﾀﾚﾙ18,112,500 H 9.12.18
写 真55 ｢ビッグ・スリープⅢ｣ ﾕﾙｹﾞﾝ･ｸﾗｳｹ6,800,000 H 9.12.19
油彩画ほか56 ｢線より｣ 李 禹煥7,770,000 H10. 9.21
油彩画ほか57 ｢ ･ 中西 夏之arc green 6,300,000 H10. 9.21Ⅰ｣

油彩画ほか58 ｢痕跡 Ⅱ｣ 日下 芝1,000,000 H10. 9.21
ﾄﾞﾛｰｲﾝｸﾞ59 ｢古代風の二重肖像｣ パウル クレー5,000,000 H10. 9.21・

「 ( )」 写 真60 Eel posi 300,000 H10. 9.21杉浦 邦恵

( ) 写 真61 Hoppings '96 F posi3 420,000「 」 杉浦 邦恵 H10. 9.21
彫 刻62 ｢スーツケース｣ 草間 彌生4,000,000 H10. 9.21

｢逃れゆく思念 彫 刻63 --時の曳航 ｣ 4,788,000 H10. 9.21深井 隆

彫 刻64 ｢果実の中の木もれ陽｣ 橋本 真之5,000,000 H10. 9.21
油彩画ほか65 「微風の中へ －国道２５４－・Ⅱ」 1,000,000 H11. 9.21古川 勝紀

彫 刻66 ｢ （脚立）｣ 草間 彌生Stepladder 8,000,000 H11. 9.21
彫 刻67 ｢雲の上の町｣ 村中 保彦650,000 H11. 9.21
彫 刻68 ｢果実の中の木もれ陽｣ 橋本 真之4,000,000 H13. 3.30

「にわか雨」 斎藤 豊作 油彩画ほか69 2,500,000 H18.10.16
1,396,180,500合計

※上記美術作品は、埼玉県立近代美術館において収蔵、管理されている。
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埼玉県高等学校等奨学金事業基金

第１ 審査の概要

平成２０年度埼玉県高等学校等奨学金事業基金の運用状況の審査に当たっては、基金が

条例の趣旨に沿って、適正に運用されたか、計数に誤りがないか等について慎重に審査した。

第２ 審査の結果

基金に係る運用状況については、運用状況調書、関係諸帳簿及び証拠書類等を照合審査

した結果、計数に誤りのないことを確認した。

また、条例の趣旨に沿って、適正に運用されているものと認められた。

第３ 基金の増減及び運用状況

平成２０年度において、埼玉県高等学校等奨学金事業基金が設置され、特別会計から

１２億８，７０１万余円が新たに積み立てられたので、平成２０年度末現在高は１２億

８，７０１万余円となっている。

なお、そのすべてが普通預金（決済用預金）となっている。




